
時 講　　　義　　　内　　　容

　　　　　　　　　
個人情報保護法の改正を踏まえた条例見直しの方向性

改正個人情報保護法・行政機関個人情報保護法を踏まえた地方公共団体の対応

改正個人情報保護法における匿名加工情報制度について

１． 匿名加工情報制度の概要
２． 委員会規則、ガイドライン、事務局レポートの内容
３． 非識別加工情報制度の概要

自治体の個人情報保護義務拡大のポイントとその対応策

　    　　　　　　　　　

　　　                　小川

                         　　　　　　　　　　　　  

―5月30日施行、ビッグデータ活用社会のシステム構築をめざして

１． 個人情報の保護における地方公共団体の責務
２． 個人情報の定義
３． 要配慮個人情報
４． 非識別加工情報

【内容】　２０１５年９月３日に個人情報保護法が改正され、これを受けて、２０１６年５月２０日に行政機関個人情報保護法律が改正された。さらに、同年
１２月７日には、官民データ活用推進基本法が制定されている。個人情報保護法５条により、地方公共団体は、個人情報保護法の趣旨にのっとり、その区域の
特性に応じて、個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な施策を実施する責務を有し、２０１６年１０月２８日に一部変更された「個人情報の保護に
関する基本方針」は、上記の個人情報保護法および行政機関個人情報保護法の改正等を踏まえ、個人情報保護条例の見直しに当たり、「特に、行政機関個人情
報保護法を参考としつつ、個人情報の定義の明確化、要配慮個人情報の取扱い、非識別加工情報を提供するための仕組みの整備等の事項について留意するこ
とが求められる」としている。したがって、地方公共団体は、上記の法改正を受けて、個人情報保護条例の改正等に取り組むことが求められている。そこでこの講
演では、この個人情報保護条例の改正等をいかに行うべきかについて述べることとする。

１．自治体における個人情報保護政策に対する視座
２．個人情報保護条例に向けた課題
３．個人情報を媒介にした住民と自治体の関係をどう作るか



マイナンバー(共通番号)制度と
　　　　　　　　自治体クラウド


